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研究要旨 

 がん診療拠点病院の集約化と均てん化のバランスを検討していく上で、患者市民の意見も重要であ

る。本研究では、国立がん研究センターの保有する患者・市民パネルを対象として、アンケート調査、

および、インタビュー調査を行い、がん診療拠点病院へ求めることにたいしての意見を聴取した。調査

の結果、がん診療連携拠点病院に対して期待する機能としては、治療への対応／高度で精度の高い医療

の提供、相談支援／相談支援センターへのアクセス、院内連携、地域連携、緩和ケア、心のケア、医療

者とのコミュニケーション等が主な意見として挙げられた。今後は、今回の調査結果に合わせ、医療提

供体制側の意見も募りながら、がん診療拠点病院の現況を把握していく。 

Ａ．研究目的 

これまでがん医療の均てん化を目的として、

がん診療連携拠点病院、小児がん拠点病院、が

んゲノム医療中核拠点病院等の整備がなされて

きた。しかしながらその取組については地域の

間で格差があることが指摘されている。また、

第３期がん対策推進基本計画では、がんの医療

提供体制について引き続き均てん化の取組が必

要とされるものと、一定の集約をすべきものが

あることが指摘されているが、その区別は明確

でない。本研究課題においては、拠点病院での

取組について地域間の格差及びそれらの特性、

また、均てん化と集約化すべき取組について、

患者市民の立場における現状を把握することを

目的とした。 

Ｂ．研究方法 

国立がん研究センターの保有する患者・市民

パネル（予め各種がんに関する研究に参加する

ことを同意したがん患者及びその関係者）を対

象とし、参加に同意した参加者に対してインタ

ーネット調査、及び、インタビューを用いて調

査を実施する。 

調査はすべて事前の同意に基づく回答者の自

由意志で行われ、回答の有無による不利益を被

らないことを明記・明言した上で実施した。ま

ず、インターネット調査では、患者市民パネル

に登録している全 98 名に対して、がん診療拠点

病院の実態を患者・市民という立場から評価し

てもらうために、がん診療拠点病院に関しての

知識や診療の体験について調査を行った。 

また、インタビュー調査は、オンラインで実

施した。対象者は、インターネット調査にてイ

ンタビュー調査に協力可能と回答した中から、

設定日に参加可能であった 17名とした。インタ

ビュー調査では、事前に実施したアンケート調

査で、共通した課題を中心に参加者自身の経験

を聴取した。謝礼として、インタビュー参加者

には 500円のクオカードを送付した。 

（倫理的配慮） 

　患者市民パネルへのインターネット調査及び

インタビュー調査に関しては、その方法などに

ついて、国立がん研究センター倫理審査委員会

の承認を得て（2020-220）その指示に従って実

施した。

Ｃ．研究結果 

令和 2年 10月 28日から 11月 13日に患者・

市民パネルに登録されたメールにインターネッ

ト調査の URLを記載した電子メールにて送信。

全対象者 98名のうち、54名から回答があった。

うち、同意のなかった 2名を除外し、52名の結

果を集計した。

「がん診療連携拠点病院を知っています

か？」という質問に対して、「はい」と回答した

のは、98.1%（51/52名）であった。「がん診療

連携拠点病院にがんの診断または治療のために

通院/入院したことはありますか？」という質問

に対して、「はい」と回答したのは 71.2%（37/52

名）、「いいえ」と回答したのは 25.0%（13/52 名）、

「わからない」と回答したのは、3.8%（2/52 名） 

であった。 

「がんと診断されてからこれまで受けたがん

の治療」に関しては、「治療をした」と回答した

人は 96.0%（48/50 名）、「治療しなかった」と回

答した人は 4.0%（2/50 名）であった（無回答 2

名）。回答者のうち、インタビューが可能と回答

した人は、52名中 43名であった。また、「あな



34 

たならば、全国で指定される、がん診療連携拠

点病院には、普通の病院と違って、どのような

機能があるべきであると考えますか？ご⾃由に

お書きください。」という設問の回答内容を分析

したところ、治療への対応／高度で精度の高い

医療の提供、相談支援／相談支援センターへの

アクセス、院内連携、地域連携、緩和ケア、心

のケア、医療者とのコミュニケーション等へ課

題が見られた。 

さらに、インターネット調査でインタビュー

可能と回答した 43名に対して、連絡がとれ、か

つ、設定日程に参加可能であった 17 名に対して、

オンライン会議システムによるグループインタ

ビューを実施した。インタビューは、3回に分

けて実施した（令和 3年 1月 15 日 5名、同年 1

月 16日 6名、同年 1月 22 日 6名）。  

グループインタビューでは、医療機関同士の

連携がうまくいっておらず情報共有が十分にな

されていなかった体験、相談支援センターへの

アクセスに施設間の差がある体験、妊孕性に関

する情報が患者から自発的に問いかけなければ

入手できなかった体験、必要な精神的なケアが

受けられなかった体験などが聞かれた。 

 

Ｄ．考察 

アンケート結果において、がん診療拠点病院

等に対して期待する機能としては、治療への対

応/高度で制度の高い医療の提供、相談支援/相

談センターへのアクセス、院内連携、地域連携、

緩和ケア、心のケア、医療者とのコミュニケー

ション等の共通した内容に分類できた。 

インタビュー調査では、アンケートにより抽

出された上記の各カテゴリ別に、困難を感じた

経験等を踏まえて聴取することにより、今後の

拠点病院が提供する医療の在り方を検討する際

のヒントが得られた。特にここでは、相談支援/

相談支援センターへのアクセス、院内連携、地

域連携、緩和ケア、心のケアの観点から述べる。 

相談支援/相談支援センターへのアクセスの

点では、全員が訪れるべき場所として案内され

てよいといった発言や、相談場所がわかりにく

くハードルが高すぎてなかなか踏み込めないと

いった相談までたどり着くことの困難が語られ、

人に知られずに相談するために、がん相談支援

センターは隠れたところにあるべきという考え

方が、今はよりオープンに行ける場所として設

置されることを求める風潮に時代が変わってき

たと思われた。また、「どういう用件か」と聞か

れても何を相談すればよいのか告知直後の混乱

の中では整理したうえで訪れるのが難しいとい

った声が聞かれた。存在は知っていても金銭面

での相談のみが対象だと考えている患者もあり、

就業・精神面含め、その他の悩みを抱えている

患者がアクセスできていないという発言もあっ

た。「なんでも相談して良い場所である」という

周知において改善点があると考えられる。加え

て、がんセンターと大学病院では、相談支援セ

ンターへのアクセスのしやすさや相談支援セン

ターと診療科との連携等において、施設間のサ

ービス提供の格差が存在する可能性がうかがわ

れた。施設の規模や診療科ごとの縦割り管理等

の組織的な体制が異なること等がおそらく関連

していると思われる。これらは個人の主観的な

体験談である為相談支援センターへのアクセス

に関しては、現況報告の集計結果等を施設間で

比較した結果とあわせて考察することでより客

観的な評価ができることが想定される。 

院内連携、地域連携の観点に関しては、がん

治療施設内で他の診療科との連携がなされず納

得がいかない状況になった経験として「妊孕性

温存を提案されたものの、当時は乳腺外科の主

治医には具体的な支援体制がない状態だった。

一方でうまく連携が進み、卵子保存から治療後

に妊娠までした同年代の人の話が耳に入り、残

念だった」「がん治療施設の精神腫瘍科医に見

てもらうほうがよいということになったが、が

んの治療を受けているものの、外部の心療内科

からの紹介は受け付けない院内でのルールがあ

ると言われとても困った」といった体験が語ら

れた。医師同士の紹介関係に限らず、有限なリ

ソースの中で効率的に患者のニーズに対応する

ための連携体制作りが求められている。転院後

に手術を受けた患者からは「情報の連携がうま

くいっていたら、不要な手術は受けずに済んだ

のではないかという思いが残っている。」話があ

った。適切で十分な情報伝達のうえでの治療選

択への期待も高いことがうかがわれた。 

緩和ケアに関して、「緩和ケアが大変充実し

ていた医療機関もあった反面、同都道府県内の

別病院では、がん診断時点からの緩和ケアチー

ム介入を患者から希望したにも関わらず、病院

側から断られてしまった経緯があり、現在でも、

患者・家族の十分な緩和ケアがなされていない

現状」の経験が共有され、緩和ケアの均てん的

な供給へのニーズが改めて示された。 

心のケアについては、患者会やピアサポート

との関連を早い段階から持つことで、情報収集

の助けとなった事や、心の支えになった経験が

語られた。今回のアンケートおよびインタビュ

ーの対象者の多くが、ピアサポートの経験が豊

富である為にこのような意見が多かったことが

影響している可能性があるが、それを踏まえて

も、その有効性は否定できないものと考えられ

る。拠点病院としては運営実態の把握が困難等

の理由から患者に対して積極的にこれらの紹介

は困難であると思われるが、こうした活動の支
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援や活動場所の提供を行うことは間接的な患者

支援につながるものと考えられる。 

Ｅ．結論 

 今回のインタビューでは、患者・市民視点

におけるがん診療連携拠点病院へ求めるものが

明確にすることができた。今後は、拠点病院へ

のアンケート等で現状の把握をすすめていく。 
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